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遠隔点検システム付きキュービクル開発開始のお知らせ 
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電気保安事業では民間シェア No.1※で、電気に関する総合サービスを提供する日本テクノ株式会社（本

社：東京都新宿区、代表取締役社長：馬本英一）は、人が現場に赴くことなく、遠隔監視し、定期点検

の実施と予兆把握を行う遠隔点検システム、スマートキュービクルの実証実験を自社ビルにて開始しま

した。 

※民間事業者（傘下の協会員を含む）受託軒数ベース（株）矢野経済研究所調べ・2016 年 8 月現在 

 

電気保安業界の課題 

１）低入職率などによる人材不足 

自家用電気工作物の増加や再生可能エネルギー発電設備が増加する中、保安を担う電気主任技術者の高齢

化や入職者数の減少などにより将来的な人材不足が見込まれ、今後の電気保安体制の確保が問題となって

いる。 

 

２）技術者の高齢化による品質低下 

月次点検は基本的に人の五感を使用した点検となる。しかし、電気主任技術者の高齢化は五感を使用した月

次点検の品質低下にもつながる懸念がある。その結果、電気保安の品質維持が難しいケースが想定される。 
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３）突発的な停電事故の防止 

月次点検時に異常が発生していれば、改善指導を行うことで未然に事故を防げる。しかし設備の通電中に数

値を測定できるのは負荷電圧、負荷電流、低圧部の漏洩電流、変圧器の温度などであり、これ以外の高圧機

器や高圧ケーブルで生じる突発事故は防げない。その一方、高圧機器や高圧ケーブルで事故が起きると事業

場は全停電し、場合によっては波及事故を誘発するおそれがある。 

 

課題の解決 

１）においては電気主任技術者の点検に代替する各種検知器（IoT機器）を設置し問題を解決する。 

視覚：カメラによる監視 

嗅覚：ガスセンサー、ニオイセンサーによる監視 

聴覚：マイクによる可聴音（人が聞こえる範囲の音）超音波（人には聞こえない高圧放電時に発生する音）セン

サーによる監視 

触覚：温度センサーによる監視 

上記により通常の月次点検項目をカバーする。IoT機器で測定したデータは蓄積し、蓄積した情報を研究する

ことで故障予知の的確化を進める。また、しきい値だけでは検知できない異常については各センサーとの関連

性を調べ、ディープラーニング／ＡＩにより分析することで、劣化予兆を発見することを目標としている。これらの

技術を活用することで、更新推奨時期などの「時間」ベースの電気保安ではなく、機器の状態を把握し、対処す

る「状態」ベースの電気保安を目指している。 

 

２）の月次の点検では、月次点検報告書の品質を一定に保つため、当社は iPadを使用した電気点検簿システ

ムを構築しており、今後順次システムのブラッシュアップを図る。本システムは点検の予定管理や月次点検報

告書の指摘事項の管理を行っており、今後は各種センサーからの数値も月次点検報告書に自動で記載される

仕様にする。計測データをグラフ表示する見える化レポートや、計測データのリアルタイムな閲覧（カメラ操作、

漏電データの確認など）を行えるほか、点検箇所の必須項目は記載欄にアラートが出ることで、チェック漏れを

防ぐ。 

 点検時の計測値と過去のデータをその場で参照・比較できるほか、メーカー機器情報をはじめ、法令関連な

どもシステムを通じて一斉配信する。点検担当者は即座に確認でき、情報共有が図れる。 

 今後はノウハウをシステムで蓄積し、電気点検簿システム上で手順のデジタル化および合理化を推進し、現

場作業時の不明点などは簡易にマニュアルで閲覧できるようにしていく。 

 お客さま（事業場の担当者）には点検時の気づき情報などを電気点検簿システムアプリでメモ・写真撮影で保

存し、その場でお客様と共有。データ整理の手間が省ける。  

 電気点検簿システムは、点検が終わった際、その場でサインをいただければ、お客さまのポータルサイトにア

ップロードされる仕組みになっている。太陽光発電所など遠隔で管理されているお客さまは、Web承認システム

の導入で、点検現場からお客さまのメールアドレスに点検報告書が自動送信され、確認後にサインをいただく

システムが構築できている。 

  

３）の突発的な停電を伴う事故の防止については高圧機器の絶縁監視で解決を図る。高圧停電事故では高圧

ケーブル不良、高圧開閉器の不良に起因するものが多い。高圧事故からの保護機器として活用される高圧開

閉器は、ある一定のしきい値になれば波及事故防止のために継電器が動作し、高圧電気を遮断し保護を行う。
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しかし、保護動作による停電が伴うため、機器の交換などが発生すれば交換工事を行うために、該当の事業

場は 1日～2日ほど停電する必要があり、経済的損失を伴う。 

 そこで当社は、しきい値になる前の状態を監視するシステムを構築する。ケーブルにおいてはケーブルシー

スの測定を行うことでケーブル不良による突発的な停電を防ぐ。ケーブルシースには静電容量分の漏れ電流

や高調波、ノイズなども含まれるため、単体での計測が難しい。しかし当社は独自のフィルタリングシステムに

より必要な漏れ電流だけを計測することに成功した。 

 高圧機器設備全体では、あらかじめ設置されている零相変流器（ＺＣＴ）に流れる電流も計測・監視することで、

しきい値（200mAなど）に達する前の絶縁状態を把握する。 

 この高圧ケーブルおよび高圧機器絶縁監視装置で月次点検時には発見できなかった高圧機器の劣化予兆

を監視し、事故を未然に防止することができる。 

 現在の主任技術者外部委託制度は、専任で社員としては雇えない事業場で外部委託を認めている。保安点

検を外部委託にすると、毎日の点検はなく 1ヵ月～3ヵ月に 1回（設備により変動）の点検を行うことになるが、

高圧部分は基本的に目視点検しか実施できない。専任でも外部委託でも異常が未然に発見できないことは同

じである。そこで、こうした監視装置を設置することで、事故防止の予測精度を上げ、現状の点検間隔を半年に

1回、停電を伴う年次点検を 1年に 1回から 3年～5年に 1回などに延伸することを経済産業省に提案して

いく。また、緊急応動が必要になった場合は、前述の電気点検簿上で点検データや顧客情報（地図・構内図・

単線結線図など）が共有され、点検担当者や点検代行者も即座に対応可能だ。 

   

当社とお客さまとの接点である電気点検簿は、ペーパーレスで点検簿を保存、閲覧できる。これらは当社のＥＳ

ＧやＳＤＧｓ活動の一環でもあり、また現在新型コロナウイルスの感染予防のため、人との接触を減らすことに

も効果的である。 
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【会社概要】 

本社所在地：東京都新宿区西新宿 1-25-1 新宿センタービル 53 階 

TEL：03-3349-1111（代表）  FAX：03-3349-1112 

設立：1995 年 4 月 4 日 

代表者：代表取締役社長 馬本 英一 

総顧客数：約 58,000 件（2020 年 4 月 1 日現在） 

従業員数：1,162 名（2020 年 4 月 1 日現在） 

事業内容：電力小売事業、高圧電気設備保安管理・点検業務、キュービクル常時監視システム販売およ

び電力コンサルティング、電気料金自動検針事業 

URL：http://www.n-techno.co.jp 

 

【このプレスリリースに関するお問い合わせ、取材申し込み先】 

日本テクノ株式会社 広報室 中山 

TEL：03-5909-5128 

E-mail : info@n-techno.co.jp  

 

 

http://www.n-techno.co.jp/

